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第７期「科学技術・イノベーション基本計画」のポイント

我が国の課題
・ 研究力の低下

トップレベル論文数指標の国別ランキング下落：
                                       ４位(2000年初頭)→ 13位(2021-2023年)

博士号取得者数が横ばい：1.5万人（2022年度、米中の1/5以下）

・ 研究開発投資の伸び悩み
官民研究開発投資額：20.4兆円（2023年、米中の1/4以下）

＜現状認識＞

<第７期基本計画の方針>

＜目指すべき未来社会＞

・・・

・・・

・・・

・・・

現状の課題として、「縦割り」・
「自前主義」・「デジタル転換の遅れ」

「レイヤー構造」・「分野・組織を
超えた連携」・「データ基盤整備」

推進システムの刷新

研究者
組織Ａ 組織Ｂ 組織Ｃ

科学技術・イノベーションを巡る情勢
・ 基礎研究から社会実装までの加速度的短縮と「科学とビジネスの近接化」
・ 破壊的技術を巡る実装競争の激化
・ 科学技術・イノベーション政策の「安全保障化」と戦略技術の囲い込み
・ ＡＩと科学の融合による研究開発パラダイムの転換
・ 国際的な科学技術人材の獲得競争の激化

科学技術を国力の源泉に
イノベーションを生み出すための日本全体の社会システムの

再構築を目指す

専門人材
研究機器・
設備

データ

研究者

専門人材
研究機器・
設備
データ

トップレベル論文数指標

世界第3位へ
官民の研究開発投資の拡充

政府目標：60兆円※
官民目標：180兆円

科学技術・イノベーション政策の転換
・ 科学研究と社会実装の一体的推進
・ 国家安全保障政策との有機的連携の強化

（デュアルユース技術を含む先端技術の開発研究等の推進）
・ 科学技術外交を国家戦略として位置付け

科学技術・イノベーション推進システムの刷新
・ ヒト：世界標準の人材システムの構築

（高度な専門性を持った人材が行き交う環境を整備）
・ カネ：挑戦とイノベーションを支える投資と成果の好循環
・ モノと情報：知と価値を創出する共用基盤の高度化

（モノの「共有」という価値観、開かれた研究・実装インフラの形成）

④ 産学官を結節するイノベーション・エコシステムの高度化
⑤ 戦略的科学技術外交の推進
⑥ 推進体制・ガバナンスの改革

① 知の基盤としての「科学の再興」
② 技術領域の戦略的重点化
③ 科学技術と国家安全保障との有機的連携

第７期基本計画の６つの柱
※従前の考え方に基づく45兆円に、多様な財源や政策ツールを加えた目標。

・ 科学技術・イノベーションの強力な推進により、新たな技術領域における成果創出が進展し、持続的な経済成長が確保され、更なる科学技術・イノベーション
   を生み出す好循環を作り出し、様々な社会課題解決への道筋が提示されるとともに、国家安全保障が確保されている「豊かで安全・安心な社会」
・ 誰もが心身ともに「豊かで」「活力があり」「希望にあふれた」人生を送ることができる、一人ひとりの多様なwell-being にチャレンジし、実現できる社会

（令和８年３月27日閣議決定）
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国際ネットワークの構築
• 優れた若手研究者・学生の海外送出しの戦略的な増加

長期海外派遣数：累計３万人（2026～2030年度）
※ 3,623人（2023年度）

• 魅力あるキャリアパスや雇用機会、トップレベルの研究環境の
提示による、優秀な人材の惹きつけ

新たな研究領域の継続的な創造
• 科研費の大幅な拡充等による研究支援、科研費の全面基金化等に

よる研究者の事務負担軽減、研究時間確保
• 創発的研究支援事業、戦略的創造研究推進事業等による支援を強化
• 革新的な新興・融合研究への挑戦促進に向けた研究支援と

新たな評価の導入の後押し
挑戦的研究課題件数：13,000件程度（2030年度）

                                                                                    ※ 6,500件程度（2024年度）

「我が国全体の研究活動の行動変革」、「世界をリードする研究大学群の実現に向けた変革」、
「大学・国研等への投資の抜本的拡充（様々な府省庁・民間からの基礎研究への投資の推進）」

第７期基本計画の具体的施策（１）

研究施設・設備、研究資金等の改革
• 研究設備・機器の組織管理への転換、全国の研究者のアクセス確保
• 産学官の協働による先端的な研究設備・機器の整備・共用・高度化の推進
• 学術論文及び根拠データの即時オープンアクセスの推進
• 研究評価の見直し（「国の研究開発評価に関する大綱的指針」の見直し）
• 研究資金制度の継続的改善（競争的研究費の仕組みの検討と展開）

国立研究開発法人の改革
• 重要技術領域に係る研究の先導、国家的課題への対応を中長期目標へ

位置付け
• 研究成果や技術シーズの徹底した社会実装とイノベーション創出
• 研究施設・設備の戦略的な整備・更新等に向けて裁量を持って支出できる

基盤等の仕組みを検討
• 大学や企業と連携し、十分なセキュリティ対策を担保したオフキャンパス機能の

提供、人材育成等の取組を実施

基盤的経費の確保と大学改革の一体的推進等
• ミッションの明確化、機能強化の方向性等の設定、経営戦略の構築、

ガバナンス改革の推進の後押し
• 国際卓越研究大学制度、J-PEAKS等を通じた研究大学群の形成

特定の大学の研究時間：50%（2030年度） ※ 32.2％（2022年度）

• 物価・人件費の上昇等も踏まえた、基盤的経費の着実な確保
（第５期中期目標期間（令和10～15年度）に向けた

国立大学法人運営費交付金の在り方の見直し等）

AI for Scienceによる科学研究の革新
• ＡＩ利活用研究（AI for Science）と

ＡＩ研究（Science for AI）の推進
• ＡＩ駆動型研究を支えるデータの創出・活用基盤の整備

多様な場で活躍する科学技術人材の継続的な輩出
• 研究者の安定的な雇用の確保、URAを始めとした研究開発マネジ

メント人材等の高度専門人材の活躍促進
• 博士人材の育成・確保及び多様な場での活躍促進

博士号取得者数：２万人（2030年度） ※ 15,744人（2024年度）

• 次世代の科学技術人材育成の強化（大学の成長分野への組織再
編や高専新設の促進、理数的素養を身に付ける教育の質的転換等を
通じた「文理分断型の学び」からの脱却、SSHの改革 等）

① 知の基盤としての「科学の再興」
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将来にわたって科学技術力を維持・強化するため、
限られた政策資源を最大限活用する戦略的な支援を実施

第７期基本計画の具体的施策（２）

新興・基盤技術領域
総合的な安全保障などの動向・情勢や日本の科学技術の立ち位置も踏まえつつ、
急速に発展しつつあり、将来の日本の科学技術をけん引するような潜在力を有する
新興技術や基盤技術の領域

国家戦略技術領域
将来の日本の自律性・不可欠性の確保、将来性のある成長産業の創出を進める
ことを目指し、一気通貫支援によって科学と産業を結び付け、関連する人的・物的
資源を国内に確保していくことを目指すべき技術領域

② 技術領域の戦略的重点化 ③ 科学技術と国家安全保障との有機的連携
産学官が連携して、デュアルユース技術の研究開発及び社会実装を実施
（安全保障分野におけるエコシステムの構築）

国家安全保障に資する研究開発の推進
• 産学官が連携して、デュアルユース技術の研究開発を推進、

人材育成の実施
• 大学や国研等における新たな研究拠点形成や基礎研究支援の強化

などの施策の検討
• 安全保障分野における一気通貫支援等を通じたエコシステムの構築
• CSTIと関係機関（内閣官房国家安全保障局、外務省、防衛省等）

との連携強化

経済安全保障の観点を重視した技術力の強化
• 経済安全保障上の重要技術領域を策定し、戦略的に技術を保護・育成
• 「重要技術戦略研究所（仮称）」の運用開始
• 総合的な経済安全保障シンクタンク機能の構築
• K Program の後継プログラムの在り方の検討
• 「経済安全保障トランスフォーメーション（ES-X）」の推進

研究セキュリティの強化等
• 手順書に基づいたリスクマネジメントの取組の推進
• 研究セキュリティ及び研究インテグリティ確保についての理解の増進
• 大学等におけるサイバーセキュリティ対策への支援

⑫ ＡＩ・先端ロボット
⑬ 量子
⑭ 半導体・通信
⑮ バイオ・ヘルスケア
⑯ フュージョンエネルギー
⑰ 宇宙

① 造船
② 航空
③ デジタル・サイバーセキュリティ
④ 農業・林業・水産（フードテックを含む。）
⑤ 資源・エネルギー安全保障・GX
⑥ 防災・国土強靱化
⑦ 先端医療
⑧ 製造・マテリアル（重要鉱物・部素材）
⑨ モビリティ・輸送・港湾ロジスティクス（物流）
⑩ 海洋
⑪ 防衛産業

新興・基盤技術領域

国家戦略技術領域 関係省庁と連携した
一気通貫支援の実施

・ 人材育成の強化
・ 研究開発投資のインセンティブ
・ 重点化（研究開発税制の拡充等）
・ 大学等の研究拠点との連携強化
・ スタートアップ等支援、
・ オープン・アンド・クローズ戦略
・ 策定支援
・ 国際連携の強化 等

各府省庁の予算措置等の
重点的な資源配分

（NEDO、JST、AMED等）
・ SIP
・ ムーンショット型研究開発制度
・ K Program
・ CREST等
・ フロンティア育成・懸賞金事業 等
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⑤ 戦略的科学技術外交の推進④ イノベーション・エコシステムの高度化 ⑥ 推進体制・ガバナンスの改革
Science for Diplomacy、Diplomacy for 
Science 双方の視点から、科学技術外交を
戦略的かつ機動的に実施

研究開発成果の徹底した社会実装に向けて、大学や
国研等において得られた新たな「知」からの産業創出や、
地域社会・地球規模の課題解決を後押し

科学技術・イノベーション推進システムを刷新
するため、関連組織におけるガバナンス改革を
実施

第７期基本計画の具体的施策（３）

産学連携の推進・世界で競い成長する
大学の実現
• 各研究大学における、世界トップレベルの研究拠点

や、産学官共創拠点等の形成を進め、大学の
研究力と経営力の強化を促進

• 民間の研究開発投資を促進

スタートアップ・エコシステムの形成
• ディープテック・スタートアップに対する研究開発から

社会実装までの一気通貫支援
• 地域経済活性化とグローバル化を両立する

スタートアップ・エコシステム拠点の形成
• グローバル・スタートアップ・キャンパス構想の推進

地域イノベーションの推進
• 地域の産業や資源の特色を生かし、大学、国研等の

持つ技術等を取り入れた産業的優位性を獲得する
取組、地域の社会課題解決につながる取組の推進

知財・標準化戦略の推進
• 研究開発と知財戦略・標準化戦略の一体的

取組・支援

科学技術を通じたイノベーション創出と
国際連携強化、国際協力の推進
• 重要技術領域において、同盟国・同志国

との協働の強化・深化による、研究開発段階
から実証・社会実装段階までの国際連携の
推進

• グローバル・サウス諸国が抱える社会課題
解決に向けた、ODAや科学技術協力等を
通じた持続可能な発展の支援

国際的なルール形成への主体的な参画
• 重要技術領域における国際的なガバナンス・

ルール形成の主導、科学的知見に基づく
国際ガバナンス構築の実現

国際頭脳循環の推進
• 多様性ある国際研究環境の整備等を

通じた、開かれた科学技術コミュニティの形成

技術の保護と国際連携
• 研究セキュリティの強化を通じた、国際共同

研究の信頼性向上、産学官連携の中での
リスクマネジメントの推進

官民の研究開発投資の確保等
• 政府研究開発投資額：60兆円※

官民合わせた研究開発投資額：180兆円

基盤的経費の確保と研究大学に
おけるマネジメント改革
• 大学のミッションの明確化、個性を生かした

改革を進め、多様な大学群の形成を促進
• 日本の研究力強化と地方のアクセス確保

の両立に向け、高等教育機関の機能分化
と規模の適正化を推進

• 基礎研究の充実等を行うため、国立大学
法人運営費交付金の大幅な拡充と
在り方の見直し

CSTIの司令塔機能の強化
• 重要技術領域の特定、調査分析機能、

企画立案機能の強化
• CSTI議員以外の関係大臣の参画機会の

確保
• 関係府省、研究機関との連携強化
• CSTIと在外公館や関連機関との連携強化

による情報収集・分析能力の向上

※従前の考え方に基づく45兆円に、多様な財源や政策ツールを加えた目標。
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国立研究開発法人 情報通信研究機構（ＮＩＣＴ） の概要
 国立研究開発法人 情報通信研究機構（NICT）は、ICT分野を専門とする我が国唯一の公的研究機関

設立日 ： 平成16年４月１日 （旧（独）通信総合研究所（CRL）と旧通信・放送機構（TAO）が統合して発足）
役職数 ： 理事長 大野英男・理事５名・監事２名（令和８年4月 現在）

情報通信分野の重要な研究開発等に加え、我が国の社会経済活動に必須な業務
（日本標準時の提供、標準電波の発射、宇宙天気予報等）を実施。 
 NICTに情報通信研究開発基金を設置し、民間・大学等による研究開発等を支援。
本年度より第６期中長期目標期間（R8～R12）が開始。

NICT運営費交付金等 【令和８年度予算】    301.0億円
【令和７年度当初】    300.5億円

エヌ・アイ・シー・ティー

NICT: National Institute of Information and Communications Technology

※令和８年４月１日付けで
大野理事長が就任

①レジリエントICT研究センター（宮城県仙台市）

②鹿島宇宙技術センター（茨城県鹿嶋市）

④イノベーションセンター（東京都中央区）

⑤ワイヤレスネットワーク研究センター（神奈川県横須賀市）

⑧北陸連携研究センター（石川県能美市）

⑥ユニバーサルコミュニケーション研究所（京都府相楽郡精華町）

⑨未来ICT研究所（兵庫県神戸市）

⑦脳情報通信融合研究センター（大阪府吹田市）

⑩沖縄電磁波技術センター（沖縄県国頭郡恩納村）

③本部（東京都小金井市）
• 電磁波研究所
• ネットワーク研究所

• サイバーセキュリティ研究所
• 量子ICT協創センター 等

＜NICTの施設等所在地＞

①

②
③

④⑤⑥

⑦

⑧
⑨

⑩
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GX・DXを支える
持続可能なICT基盤の構築

DXを通じた効率化・合理化、
新たな価値の創造

災害に強く、
強靭な社会インフラの構築

安全で、信頼できる
情報通信環境の整備

研究開発等を通じて貢献すべき目標（貢献目標）

ユニバーサル
コミュニケーション

サイバー
セキュリティ

フロンティア
サイエンス電磁波先進技術 革新的

ネットワーク

重点分野 我が国社会を支える情報通信分野の基礎的・基盤的な技術であり、中長期的な視点に立って研究開発等に取り組むべきもの

戦略領域 我が国の重要政策の実現に不可欠な技術であり、産学官一体となり、横断的かつ戦略的な取組を強力に推進すべきもの

サイバー
セキュリティBeyond 5G 量子情報通信AI・コミュニ

ケーション

研究資金配分機関としての機能の強化我が国発の技術の社会実装を促進する
ためのイノベーションハブ機能の強化

NICTにおける研究開発成果の
社会実装推進体制の強化

戦略的な標準化活動の推進 地域発ICTスタートアップ等の支援

社会実装機能・外部連携機能等

など

○ 国際競争力の強化や国家安全保障・経済安全保障の確保等をはじめとした我が国の重要政策の実現に寄与
○ 産学官連携の中核・結節点としての役割を強化
○ NICTが有する施設・設備や蓄積された知見等のさらなる有効活用を図りながら、民間企業等におけるイノベーションを支援
○ 機構法に基づく標準時通報等の業務を継続的かつ安定的に実施

法人の役割（ミッション）

研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項

イノベーションの基盤となる研究開発課題 NICT内外の連携等を通じて情報通信技術そのものの高度化に資する我が国のイノベーションの基盤となる技術

積極的かつ戦略的な国際連携の推進

NICT「第6期中長期目標」（R8～12年度）の概要
 「法人の役割（ミッション）」に初めて「安全保障・経済安全保障の確保」を位置づけるとともに、研究開発のみならず

社会実装フェーズに移行すべき技術領域を「戦略領域」として位置づけを明確化。
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「戦略領域」における主な取組

戦略領域 取組の方向性（具体例）

○ 我が国において信頼できるAI開発・評価・改善のための基盤を構築し、日本型のAI活用モデル
の確立に貢献
・日本固有の文化や習慣、歴史解釈等を適切に考慮できる大規模言語モデル（LLM）の開発のため、LLM用の各種
学習データを構築し、国産LLMを開発する民間企業等に提供するとともに、その開発を支援。
・LLMの安全性の担保に資する能動的評価基盤を構築。
・GPAIの枠組みを活用した国際的な政策協調等のためのプロジェクトの実施、海外への積極的な情報発信。

○ NICTがイノベーションハブとなり、Beyond 5Gのユースケース創出及び早期社会実装に貢献
・NICT自らの先端的な研究開発と連携し、研究資金配分機関として社会実装及び海外展開を見据えた戦略的な研
究開発等を支援。
・ユーザ価値を起点に企業や大学等と協創してイノベーション創出を加速するイノベーションハブ機能を有効活
用。

○ 量子暗号通信のユースケース創出支援など、その早期社会実装の実現に向けた取組の推進とと
もに、量子通信の基礎・基盤技術の確立に向けた研究開発の加速に貢献
・複数の企業・機関・組織等の組織間を結ぶ量子暗号ネットワークテストベッドの高度化・広域化及び衛星量子
暗号技術の研究開発を推進。
・世界トップレベルである日本の技術優位性を引き続き維持するため、量子通信技術のさらなる高度化と次世代
の量子暗号・量子通信の研究開発・国際標準化を推進。

○ サイバーセキュリティ研究開発の中核拠点として、我が国のサイバー対応能力を支える人材・
技術に係るエコシステム形成に貢献
・サイバー攻撃に関する一次脅威情報の収集・分析・蓄積を持続・発展させるとともに、それら情報に基づくサ
イバーセキュリティの基礎研究力を強化。特に、AIとサイバーセキュリティの融合研究を加速。
・サイバー人材の育成のための演習や、産学官との連携を通じた国産のセキュリティ技術・サービス創出等のた
めの取組の推進、日本の電気通信設備のセキュリティ向上に必要な助言及び情報の提供等。

サイバー
セキュリティ

Beyond 5G

量子情報通信

AI・コミュニ
ケーション
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「重点分野」における具体的な研究課題

重点分野 重点課題
貢献目標に資する技術として、特に重点的に取り組むべきもの

電磁波先進技術

革新的
ネットワーク

リモート
センシング技術 宇宙環境技術 電磁環境技術 時空標準技術 デジタル光学

基盤技術

ネットワーク
アーキテクチャ

技術

フォトニック
ネットワーク
基盤技術

光・電波融合
アクセス基盤技術

次世代ワイヤレス
技術 宇宙通信基盤技術

サイバー
セキュリティ

AI×サイバー
セキュリティ技術

次世代暗号・
プライバシー
保護技術

サイバーセキュリ
ティ技術

サイバーセキュリ
ティ産学官連携

の推進

ユニバーサル
コミュニケー
ション

AI複合体技術
マルチモーダル
AIコミュニケー
ション技術

フロンティア
サイエンス

バイオインクルー
シブICT基盤技術

脳情報通信
基盤技術先端ICT基盤技術 フロンティア

ICT技術

サイバー
セキュリティに
関する演習

IoT機器のサイ
バーセキュリティ
対策の促進

イノベーション
の基盤となる
研究開発課題

レジリエント
ICT基盤技術

Beyond 5G
アーキテクチャ
構成技術

テラヘルツ波ICT
プラットフォーム

技術

グローバル量子
セキュアネット
ワーク技術

Beyond 5G時代
のテストベッド
構築技術

先端ICTデバイス
開発基盤技術
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